










表2 :比較生保基準計算方法
A :中賃-国の主張　　　B :神奈川労連-原告の主張

生活保護基準平均月額　　　　　　　　　　A B A÷B A-B

生活扶助第1類(個人12･19才)　41,269　　　　42,080　　98.1%　▲811

第2類(一人世帯)

第2類(冬期加算)

期末一時扶助

小計

42,593　　　　　43,480　　　98.0　▲887

1m　　　　1,287.5　　98.1　^24.5

1. 159　　　　　1. 181.6　　98. 1　▲22.6

86,284　　　　87,979　　　98. 1 ▲1,695

38.887　　　　　69.8m　　　55.7 ^30.913

125.171　　　157.779　　79.3　▲32,608合計

住宅扶助

公租公課分算入(係数A : /0.857　Bn.859 )146.057　　　183.677　　79.5　▲37,620

勤労者控除　　　　　　　　　　　　　-　　　　　　　31.2-m　　0･0　▲31,2幼

α :生保基準総計　　　　　　　　　　146,057円　　214.91T円　68.0　▲68,860

l :時間賃金算定に用いる月間労働時間　173.8　　　　　150　115.9　23.8

α÷β　　　　　　　　　　　　　　　　　　841円　　1,432円　58.7%　591円

低まる､また収入が増えればそれだけ生保金額が減るのではモラル-ザードがおきるとして｢自

立助長｣の制度としても運用されるようになった｡当局計算はその長い｢勤労描余_運用の歴

史も無視してカウントしない計算方法をとっているのだ｡

次に金額差が大きいのは住宅扶助である｡この差は､中賃-厚労省の計算が住宅扶助実績値

伽重平均値)を用い､神奈川労連の計算では住宅扶助特別基準値(上限値)が用いられたこと

に因る｡加重平均値は都市ごとの実績値の加重平均値である｡この値をとると､二つの問題が

生ずる｡一つは実績値には､持ち家の世帯や親と同居の単身者が含まれるので､その基準での

比較では､単身で借家の労働者の場合､確実に生保を下回る最賃になってしまう｡国の方から

すると､上限値での比較では､持ち家世帯や親同居の単身労働者は生保を上回る最賃になる｡

国民の生活権擁護のために全体として生保を下回らないようにするには､上限値をとるべきだ｡

もう一つの問題は､日常生活費に対する生活扶助の基準にも共通することで､表:3にみるよ

うに､人口最大の部分(住宅扶助では横浜市Ii旧市併せて71%､生活扶助では一級地-1の66%)

が加重平均値以上の区域で､加重平均値を採ったのでは､人口の大部分が保護基準以下の最賃

になってしまうのだ｡

表3 :カ口重平均値の構造
生活扶助

級地　人口構成比%基準金額･円

I-1　65.8　　　　87,98

I-2　27.1　　　84,027

2-1　6. 3　　　　80, 056

3-1　0. 7　　　　72, 134

加重平均値　　　　86, 284

住宅扶助

地域　　保護世帯数構成比%　実績値･円

浜市　　　　　　48. 9　　　　　　　　41, 419.

iI崎市　　　　　　22. 1　　　　　　　42, 049.

横須賀市　　　　　3. 6　　　　　　　　26, 572. 9

相模原市　　　　　5. 8　　　　　　　　32, 200. 8

その他神奈川県　　19. 6　　　　　　　　33, 219. 2

加重平均値　　　　　　　　　　　38, 887
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